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所管課

Ⅰ．履行確認・評価

１．維持管理業務

(1) 清掃

指定管理者 委託業者

○ 〇

(2) 保守・点検

指定管理者 委託業者

〇

〇

(3) 保安・警備

指定管理者 委託業者

〇

(4) 小規模修繕

指定管理者 委託業者

〇

(5) 備品購入

指定管理者 委託業者

〇

(6) 防犯・防災対策

施設名称 宜野湾港マリーナ 対象年度 令和7年度

指定管理者
株式会社シーエンジニアリング沖縄

指定期間：R5年４月～R10年３月
土木建築部

港湾課

自動草刈機2台目購入
監視カメラ増設

必要に応じた備
品の購入

整合性の検証 現状分析・課題
（事業報告書） （現地確認）

〈日常点検〉
機械の日常点検・月次
点検を実施

事業計画のとおり
実施

指定管理者制度導入施設　モニタリングシート

現場及び業務報
告書にて確認

管理運営業務基
準と整合している

業務上、必要な物品を購入
している。

50万円以下の修繕
事業計画のとおり
実施

現場及び業務報
告書にて確認

管理運営業務基
準と整合している

今後も緊急性、安全性を考
慮した適切な修繕を行うこ
と。

事業計画

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証 現状分析・課題
（事業報告書） （現地確認）

常駐警備
事業計画のとおり
実施

現場及び業務報
告書にて確認

管理運営業務基
準と整合している

今後も適切な保安・警備に
努めること。

事業計画

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

現場及び業務報
告書にて確認

管理運営業務基
準と整合している

点検後、適切に実施簿に記
録している。

事業計画

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証 現状分析・課題
（事業報告書） （現地確認）

〈定期点検〉
電気保安、水質検査、
消防点検、クレーン等

事業計画のとおり
実施

現場及び業務報
告書にて確認

管理運営業務基
準と整合している

専門機関に点検を実施させ
ている。問題が生じた点は
速やかに県と調整の上、対
処している。

事業計画

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証 現状分析・課題
（事業報告書） （現地確認）

事業計画

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証 現状分析・課題
（事業報告書） （現地確認）

①管理棟、港内の清掃
②緑地芝刈り等
③海上係留、陸置保管
施設の定期清掃

事業計画のとおり
実施

現場及び業務報
告書にて確認

管理運営業務基
準と整合している

構内の放置艇等を整理し、
利用できるスペースの確保
に努めるなど適正な管理を
行っている。
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指定管理者 委託業者

〇 〇

(7)料金徴収業務

指定管理者 委託業者

〇

※「事業計画」欄は、当初の年間事業計画を記載するものとし、変更した場合には変更後の内容も記載すること。

※「現状分析・課題」欄は具体的に記入すること。

事業計画

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証 現状分析・課題
（事業報告書） （現地確認）

※「１．維持管理業務」の各項目の「現状分析・課題」等を踏まえて、現年度（R7年度）の主な取組改善案を記入すること。

１．維持管理業務
取組改善案

施設の安全性及び維持管理体制の向上を図るため、草刈機を増台し、敷地内の除草作業を
効率的かつ計画的に実施できる体制を整えます。

防犯対策については、前年度に引き続き監視カメラを増設し、施設内の監視範囲を拡大しま
す。また、夜間照明の増設及びイルミネーションの常時点灯を行い、夜間利用者の視認性向
上と防犯・安全意識の向上に取り組みます。

駐車場出入庫機器については、老朽化による不具合や修繕の発生が増えており、機器一式
の更新についても検討が必要となっております。

窓口業務
事業計画のとおり
実施

現場及び業務報
告書にて確認

管理運営業務基
準と整合している

遅延なく、県に納入してい
る。毎月の調定報告により確
認済み。

巡回・防災訓練
事業計画のとおり
実施

業務報告書にて
確認

管理運営業務基
準と整合している

警備による定期巡回、避難
訓練や消火訓練を行い、適
正に対応している。

事業計画

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証 現状分析・課題
（事業報告書） （現地確認）
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２．運営業務

(1) 利用実績

①収容数

前年比 計画比

330 97% 98%

319 101% 99%

319 100% 98%

323 99% 98%

B

前年比 計画比

255 101% 107%

257 100% 107%

257 98% 105%

256 99% 106%

A

s

②付帯施設　利用率数　※実績値は年度内総数

前年比 計画比

1,141 123% 128%

556 131% 146%

0 - -

47,670 134% 128%

49,367 134% 128%

S評価（①利用状況）

1,100

貸出用船台 500 730

1,408

艇庫 0 0

クレーン

駐車場

付帯施設

-

９月末時点 240 256

艇の大きさによって
利用可能数に差が
生じる。実際には
ほぼすべての陸置
場を使用している。３月末時点 240 252

計画を達成しており、
また、前年度比増と
なっている。なお、艇
庫については屋外保
管に変更になったた
め、実績ゼロとなって
いる。

評価（①利用状況）

収容数
２８２

４月末時点 240 257

平均値 240 255

R6年度実績

整合性の検証
R6年度実績

陸置場（契約艇） R6年度実績
事業計画
（目標値）

R7年度実績
整合性の検証 現状分析

・課題

事業計画
（目標値）

R7年度実績
現状分析

・課題

50,000 63,828

計 51,600 65,966 -

現状分析
・課題

整合性の検証

一時係留及び緊急
用のため常に約10
艇分のバースを確
保している。

９月末時点 325 322

評価（①利用状況）

事業計画
（目標値）

海上係留（契約艇）

320

収容数
３４３

４月末時点 325 319

３月末時点 325 318

平均値 325

R7年度実績

【評価基準（①利用状況）】

目標値に対する達成率

Ｓ：110％以上

Ａ：100％以上、110％未満

Ｂ：80％以上、100％未満

Ｃ：80％未満

【評価基準（①利用状況）】

目標値に対する達成率

Ｓ：110％以上

Ａ：100％以上、110％未満

Ｂ：80％以上、100％未満

Ｃ：80％未満
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(2) 運営企画

(3) 受付・接客

指定管理者 委託業者

○

(4) 苦情・要望等

指定管理者 委託業者

〇

(5) 広報

指定管理者 委託業者

〇

(6) 情報管理

指定管理者 委託業者

○

実施内容
整合性の検証

整合

事業計画

実施主体
(該当者に○印)

業務報告書にて
確認

整合

（事業報告書） （現地確認）
事業計画

実施内容
 現状分析・課題

冬場の開港時間も一時間早め利用者
のニーズに答えている。火曜日の休
館日も2名スタッフの常駐とし、管理事
務所を開けている。条例上の休日は
電話対応や救助対応を主とする。

 現状分析・課題

 現状分析・課題

 現状分析・課題

HPやパンフレットに
よる情報発信

事業計画のとおり
実施

業務報告書にて
確認

（事業報告書） （現地確認）

事業計画

公正、中立な利用
者対応

（現地確認）

事業計画

適切な個人情報取
扱の徹底

口頭での受付も含
め適切に処理する

事業計画

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証

事業計画のとおり
実施

業務報告書にて
確認

個人情報の扱いには万全を期してい
る。今後とも引き続き個人情報保護に
努める必要がある。

スマートフォンアプリを整備した。今後
アプリを利用した情報発信等に努め
る。

（事業報告書） （現地確認）

（事業報告書） （現地確認）

現場及び業務報
告書にて確認

整合

（事業報告書）

整合性の検証

〈開港時間〉
４～10月は、８時から18時30分
11月～３月は、９時から17時

県条例に基づく
開港時間とする

業務報告書にて
確認

管理運営業務基
準と整合している

〈開港日数〉
休港日は火曜日と12/29～1/3

県条例に基づく
開港日とする

原則前納として、申し込み手続きを徹
底している。利用希望者には希望申
請書を記入させ、ウェイティングリスト
に記載している。

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証  現状分析・課題

アンケートを実施
業務報告書にて
確認

整合
アンケートについて、定性的なものに
とどまったため定量的な評価が行えな
かった。

整合

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証

事業計画のとおり
実施
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３．自主事業

指定管理者 委託業者

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

※「事業計画」欄は、当初の年間事業計画を記載するものとし、変更した場合には変更後の内容も記載すること。

※「現状分析・課題」欄は具体的に記入すること。

整合

物販・ＢＢＱ等実施
事業計画のとおり
実施

現場及び業務報
告書にて確認

整合

利用者のニーズを把握しながら、物販
等の内容や提供方法の改善を図り、
利便性及び満足度の高いサービスの
提供に努めます。

事業計画のとおり
実施

現場及び業務報
告書にて確認

整合
商品の補充や機器の管理を適切に
行い、利用者が快適に施設を利用で
きるサービスの提供に努めます。

利便性向上事業

高圧洗浄機レンタ
ル

船体洗浄のため
のレンタル業務

業務報告書にて
確認

整合

適切な点検及びメンテナンスを行い、
引き続き利用者が安全かつ快適に利
用できるよう、レンタルサービスの提供
に努めます。

自動販売機

業務報告書にて
確認

牽引車の老朽化が進んでおり、また、
代替車両がないことから、安定した
サービス提供のためには、新たな牽
引車の導入について検討の必要があ
ります。

レンタルコンテナ
船具置き等のた
めのレンタル業務

現場及び業務報
告書にて確認

整合

燃料販売
船舶への給油業

務
現場及び業務報
告書にて確認

※「２．運営業務」「３．自主事業」の各項目の「現状分析・課題」等を踏まえて、現年度（R７年度）の主な取組改善案を記入するこ
と。

２．運営業務
３．自主事業
取組改善案

アクティビティー用桟橋については、マリーナ利用者とアクティビティー利用者及び観光客との棲み分けが図
られ、駐車場の混雑についても駐車場所及び利用方法を整理したことで、混雑も概ね解消することができま
した。
引き続き、利用者のニーズ及び施設の利用状況を把握しながら、各サービスの安全性、利便性及び継続性
の向上に取り組みます。

ボート移動サービ
ス

整合
隣接地域との価格差を解消するまで
には至らず、前年度と比較して利用
者が約2割減少した。

事業計画

貸出用コンテナはすべて満室となっ
ています。施設の劣化状況を適切に
把握し、修繕や更新を行いながら、安
定した貸出サービスの継続に努めま
す。

（事業報告書） （現地確認）
 現状分析・課題

実施主体
(該当者に○印) 実施内容

整合性の検証

アクティビティ用桟
橋の提供

事業計画のとおり
実施

現場及び業務報
告書にて確認

整合

マリーナ利用者とアクティビティー利
用者等による混雑や接触等があり、専
用桟橋や利用動線を明確にする必要
がある。駐車場も混雑がたびたび発
生することから、整理を行う必要があり
ます。

アクティビティ利用
者向けトイレ・シャ
ワーの提供

事業計画のとおり
実施

現場及び業務報
告書にて確認

整合

アクティビティー利用者の増加に伴
い、トイレ及びシャワーの利用需要も
年々増加しています。今後の利用者
数の推移を踏まえ、設備のあり方につ
いて検討する必要があります。
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回答者数 30 アンケート内容

Ⅱ．サービスの質の確認・評価

R6年度評価 目標

《満足度》93%
満足　86％
やや満足　7％
やや不満　7％
不満　0％

S

《満足度》93%
満足　80％
やや満足　13％
やや不満　7％
不満　0％

S

《満足度》93%
満足　86％
やや満足　7％
やや不満　7％
不満　0％

S

《満足度》80%
満足　53％
やや満足　27％
やや不満　7％
不満　13％

A

　日常的な施設巡回、清掃及
び設備点検を継続した結果、
満足度は前年度に比べ高く
なった。。
　給電設備については、計画
的な修繕を行いながら、利用
者への情報発信も合わせて
行う必要がある。

　利用者に寄り添った丁寧な
接客を継続するとともに、職
員間で案内内容や対応方法
を共有し、誰が対応しても統
一した説明ができる体制づく
りに努める。
　一部の利用者からはBBQテ
ントの利用料金等の見直しを
求める意見が寄せられてお
り、制度や利用条件について
分かりやすく説明することが
課題である。

　駐車場の案内不足やオー
ナー専用区画への無断駐
車、給電設備工事の利用環
境など、施設の利便性に関
する改善要望が寄せられて
いる。
　県と課題を共有し、優先順
位を整理したうえで計画的に
改善を進める必要がある。

（要望への対応）
 　給電設備工事について
は、、工事再開時期や進
捗状況を利用者へ適宜周
知します。

（自己評価）
　利用者が安心して施設
を利用できるよう、日常管
理やSNS等の情報発信に
努めています。今後も利
用マナーの向上と施設環
境の改善に取り組みま
す。

（要望への対応）
　今後も利用者一人ひとり
に寄り添った丁寧な接客
を継続します。

（自己評価）
　接客対応について高い
評価をいただいており、今
後も利用者満足度の向上
に努めます。

　注意喚起や指導を行うな
ど、迅速な対応に努めている
が、注意看板や案内表示の
充実、関係事業者や職員間
での苦情・対応内容の共有を
徹底し、安全で安心して利用
できる施設運営に努める。

〈改善要望〉
駐車場案内の充実、キャッシュレス精
算の導入、給電設備工事の早期再
開、電気・水道設備の利用環境改善を
求める意見があった。

90%

85%

〈改善要望〉
オーナー駐車場への無断駐車対策
や、マリンアクティビティ利用者・事業者
へのマナー指導、航路の安全対策強
化を求める意見があった。

《満足度》
95%

満足　86％
やや満足

9％
やや不満

0％
不満　5％

《満足度》
96%

満足　91％
やや満足

5％
やや不満

0％
不満　5％

《満足度》
95%

満足　86％
やや満足

9％
やや不満

0％
不満　5％

（要望への対応）
　オーナー駐車区画への
無断駐車防止のため、案
内看板等による注意喚起
を強化します。

（自己評価）
　日常点検・維持管理を
適切に実施しています
が、駐車場機械の設備更
新や改修を要望する意見
もあり、沖縄県と連携しな
がら改善を進めていきた
い。

（要望への対応）
　マリン事業者に対し、
オーナー駐車場への駐車
禁止について改めて周
知・指導を行います。
　航路付近での危険行為
や航行マナーについて
は、関係事業者へ注意喚
起を行い、安全航行の徹
底を図ります。

（自己評価）
　利用者から寄せられた
苦情・要望については迅
速な対応を心掛けており、
今後も安全で安心なマ
リーナ運営に努めます。

85%

アンケート実施方法 インターネット

評価項目

運
営
業
務

接客対応

施設・設備

苦情等対応

維
持
管
理
業
務

施設・設備
管理

指定管理者
自己評価

現状分析・課題

《満足度》
91%

満足　86％
やや満足

5％
やや不満

0％
不満　9％

第三者（利用者等）評価

R7年度評価

〈改善要望〉
　給電設備工事の早期再開・工程の周
知、電気・水道設備の適正利用や電気
料金に関する改善を求める意見があっ
た。

〈改善要望〉
接客対応は概ね高評価であったが、契
約艇オーナー向けBBQテントの利用料
金や利用時間の見直しを望む意見が
あった。

90%

6
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《満足度》87%
満足　60％
やや満足　27％
やや不満　13％
不満　0％

A

《満足度》93%
満足　86％
やや満足　7％
やや不満　7％
不満　0％

S

評価
（②満足度）

S

※「Ⅱ．サービスの質の確認・評価」の各項目の「現状分析・課題」等を踏まえて、現年度（R７年度）の主な取組改善案を記入すること。

95%

〈改善要望〉
利用料金改定への配慮や、契約艇
オーナー向け施設利用条件の見直し
を希望する意見があった。

〈改善要望〉
契約艇オーナーが利用しやすい自主
事業の充実を望む意見があった

90%

自主事業

《満足度》
95%

満足　82％
やや満足

13％
やや不満

0％
不満　5％

（要望への対応）
　契約艇オーナーが利用
しやすい自主事業の実施
や利用者ニーズを踏まえ
た自主事業の充実を図り
ます。

（自己評価）
　自主事業について高い
評価をいただいており、今
後も利用者満足度向上に
つながる事業を企画・実
施します。

　満足度は、全体として高い
評価を得ることができたと思う
が、目標や前年度を下回って
いることから、事業内容や利
用方法について利用者ニー
ズをさらに把握する必要があ
る。
　自主事業を実施するだけで
なく、開催時期、利用時間、
料金及び申込方法などを見
直し、より多くの契約艇オー
ナーが参加・利用しやすい運
用とすることが課題である。

《満足度》
96%

満足　92％
やや満足

4％
やや不満

0％
不満　4％

Ⅱ．サービスの質
の

確認・評価
取組改善案

（要望への対応）
　オーナー駐車場利用
ルールの周知強化。マリ
ン事業者への安全指導・
マナー向上の働きかけ。
電気・水道設備の適正利
用に関する巡回・注意喚
起。利用者への情報発信
の充実

（自己評価）
　アンケートの結果、利用
者満足度は高い水準を維
持していることが確認でき
た。一方で、施設設備や
駐車場運用等に関する改
善要望も寄せられている
ため、指定管理者として改
善可能な事項については
速やかに対応するととも
に、沖縄県と連携し、利用
者がより安全で快適に利
用できる施設運営に努め
ていく。

　各業務については、全体と
して概ね良好な評価を得るこ
とができた。
　改善要望が寄せられている
ものについては、利用者の意
見や要望を的確に把握し、県
とも連携し、計画的に優先順
位をつけて改善につなげて
いく必要がある。

案内表示、注意喚起、巡回及び情報発信を実施するとともに、県と課題や優先順位を共有するなど連携しな
がら案内表示版の設置や給電設備工事等について計画的に取り組み、施設全体の利便性及び利用者満足
度の向上に努める。

※満足度とは、指定管理者が提供するサービスに対する利用者の
満足度のことをいうものとし、回答選択肢のうち、中位を超える割合
により算定するものとする。

※評価項目については、施設の態様に応じて適宜設定するこ
と。
※「現状分析・課題」欄は具体的に記入すること。

総合評価
（各評価項目の

平均）

《満足度》
95%

《満足度》
90%90%

利用・契約
条件

（要望への対応）
　契約艇オーナーが利用
しやすい施設利用方法に
ついて、運営上可能な範
囲で検討します。

（自己評価）
　利用者への丁寧な説明
を心掛けていますが、制
度や料金改定については
引き続き分かりやすい周
知に努めます。

　年間施設使用料の窓口支
払いやインターネットバンキン
グへの対応など、利用者の利
便性向上に取り組んでいる。
　一方で、利用料金の改定や
契約艇オーナー向け施設の
利用料金・利用時間につい
て、見直しや配慮を求める意
見が寄せられており、料金や
契約条件の変更について
は、県と連携しながら利用者
に分かりやすく、また、丁寧な
説明と、十分な周知をお行う
ことが必要である。

【評価基準（②満足度）】

総合評価においては各評価項目の満足度の平均

各評価項目においてはそれぞれの満足度

Ｓ：90点以上 Ａ：80点以上、90点未満

Ｂ：70点以上、80点未満 Ｃ：70点未満
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Ⅲ．財務状況の確認・評価

１．事業収支

(1) 収入

前年比 計画比

（％） （％）

161,877,079 166,636,951 173,666,062 107% 104% －

2,839,370 2,216,520 3,478,000 122% 157% 需要増

1,392,920 1,025,835 1,694,030 122% 165% 需要増

0 607,200 0 - 0% 貸出終了

204,320 210,240 265,440 130% 126% －

176,600 420,500 261,200 148% 62% －

2,519,569 3,122,121 1,912,761 76% 61% －

189,280 432,480 65,440 35% 15% －

14,301,000 16,679,100 19,148,400 134% 115%
隣接イベント会場のイベント増
台風等のイベント中止なし

0 0 0 - - －

183,500,138 191,350,947 200,491,333 109% 105% －

指定管理料（県）(A) 67,980,000 67,980,000 71,084,000 105% 105% －

修繕費用等（県）(B) 11,539,880 10,000,000 13,853,433 120% 139% －

56,265,731 55,140,000 46,545,000 83% 84% －

44,010,811 21,370,000 97,577,521 222% 457%
メンテナンス増
高単価の修理依頼増

12,826,019 19,423,000 16,150,349 126% 83% －

113,102,561 95,933,000 160,272,870 142% 167% －

合計（D=A～C） 192,622,441 173,913,000 245,210,303 127% 141% －

〈現状分析・課題〉

(2) 支出（指定管理業務）

前年比 対計画比

（％） （％）

37,273,000 35,010,000 41,340,000 111% 118% －

0 0 0 - - －

80,000 640,000 459,000 574% 72% －

23,973,000 20,838,000 19,896,000 83% 95% －

1,424,000 4,702,250 7,646,000 537% 163% 産廃費増。受託物保険加入

14,322,000 16,148,000 12,146,000 85% 75%
警備シフト調整
休館日のスタッフ出社

740,000 1,344,000 1,887,000 255% 140% 草刈機、焼却炉リース費

0 1,800,000 193,000 - 11% 事務所パソコン・モニター

0 0 5,975,000 - -
駐車場出入庫機器・施設内ト
イレ全般・牽引車メンテナン
ス・クレーンメンテナンス

0 0 480,000 - -
地域協議会参加。各種団体
年会費等

741,000 2,000,000 2,268,000 306% 113%
施設運営に伴う租税公課及び
各種公的手数料等の増

合計
（E）

78,553,000 82,482,250 92,290,000 117% 112% －

R6年度実績 事業計画 R7年度実績
特記事項

（変更理由等）

需用費
（消耗品費、燃料費、印刷製本費、
光熱水費、雑費）

クレーンや貸出用船台などの需要増により使用料収入は増加した。また、自主事業収入については、メンテナンス増等により指定管理者の収入としては
前年比で増加した。

人件費（給与、手当、法定福利費等）

賃金

旅費

備品購入費

役務費
（通信運搬費、保管料、広告費、手
数料、保険料、廃棄物処理費）

委託料
（警備費、検査費）

使用料及び賃借料

修繕費

その他（租税公課等）

負担貴

支出項目

使用料
収入

(県へ帰
属）

計

自主事
業収入

（C)

計

燃料

自販機・コンテナ・艇修理等

その他

給電施設

R7年度実績
特記事項

（変更理由等）

海上係留・陸置場

クレーン

給油施設

貸出用船台

艇庫

給水施設

R6年度実績収入項目 事業計画

駐車場

シャワー

会議室

8
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(2) 支出（自主事業）

前年比 対計画比

（％） （％）

60,289,000 38,220,000 85,390,000 142% 223% －

13,139,000 0 17,718,000 135% -
職員配置の見直し、賃金上
昇、社会保険料等の増

0 0 0 - - －

281,000 360,000 817,000 291% 227% －

2,266,000 564,000 3,604,000 159% 639% －

2,591,000 2,192,000 2,271,000 88% 104% －

3,081,000 0 86,000 3% - －

4,492,000 2,772,000 5,527,000 123% 199% －

0 880,000 0 - 0% －

10,047,000 0 3,273,000 33% - 大規模故障や緊急修繕の減

0 0 6,583,000 - - 計上区分の変更

49,000 600,000 22,000 45% 4% －

96,235,000 45,588,000 125,291,000 130% 275% －

174,788,000 128,070,250 217,581,000 124% 170% －

〈現状分析・課題〉

※「事業計画」欄は、当初の年間事業計画を記載するものとし、変更した場合には変更後の内容も記載すること。計画比は事業計画（当初）と比較する。

※「現状分析・課題」欄は具体的に記入すること。

２．経営分析指標

評価指標 前年比 計画比

（％） （％）

収入比率

（自主事業収入（C)／使用料収入）

利用艇あたり管理コスト

（指定管理料(A)／利用艇数）

〈現状分析・課題〉

※「事業計画」欄は、当初の年間事業計画を記載するものとし、変更した場合には変更後の内容も記載すること。計画比は事業計画（当初）と比較する。

※「現状分析・課題」欄は具体的に記入すること。

※「Ⅲ．財務状況の確認・評価」の各項目の「現状分析・課題」等を踏まえて、現年度（R7年度）の主な取組改善案を記入すること。

R6年度実績

62% 80% 130% ―

特記事項

17,834,441

事業計画 R7年度実績

（収入(D)－支出(G)）
―

R6年度実績 事業計画 R7年度実績 特記事項

人件費（給与、手当、法定福利費等）

155%45,842,750

委託料

負担金（施設使用料等）

合計（F）

仕入高も増加し全体として計画を大きく上回る支出となったが、使用料や自主事業収入の増に伴い、収支は前年比を上回る黒字となっ
た。

60%

159%

仕入高

賃金

旅費

需用費
役務費

使用料及び賃借料
備品購入費

修繕費

その他（租税公課等）

合計（G）
(指定管理業務(E)＋自主事業(F))

27,629,303

50%

支出項目

事業収支（H）

収益率

（事業収支（H）／収入合計（D））

人件費比率

（人件費／指定管理業務支出(E)）

A評価（③財務状況）

18% 13% 72% ―

117,409 123,696 105% ―

外部委託費比率

(外部委託費合計／指定管理業務支出(E)）
67%

103%

20%

120,319

Ⅲ．サービスの安定性評価
（財務状況）
取組改善案

施設収容率の増加や施設の経年劣化等により収入及び支出ともに増加している。日常の管理運営
業務を実施しながら、コスト削減を図る策も検討しなくてはならない。

自主事業収入が事業計画を上回り好調であったため、全体としても収支は黒字となり、収支も前年度比の増となったが、事業収支や収益
率が計画比を下回った。引き続き、収入の向上とともに、仕入高を除く支出の見直しを要する。

42%

9.3% 26.4% 11.3% 122% 43% ―

47% 45% 94% ―106%

【評価基準（③財務状況）】

収益率（事業収支／収入合計）

Ａ： 0％以上

Ｂ：-5％以上、0％未満

Ｃ：-5％未満
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【経営分析指標の評価の考え方】

人件費比率

評価指標

事業収支

収益率

収入比率

利用艇あたり管理コスト
（自治体負担コスト）

外部委託費比率
外部委託費合計／支出（指定管理
業務(E)）

収入（指定管理料）／利用艇数

計算方法

過年度実績や類似施設と比較して、適切な範囲内となっているか確認する。
※増減がある場合には、外部委託の範囲が仕様書等に定める適切な範囲内となっている
か、外部委託の活用が業務の効率化に繋がっているか確認する。

利用艇１隻に対する管理コストについて、過年度実績や類似施設と比較することにより、当
該施設の効率性を確認する。（コストが抑えられていても利用者が減少していないか、あるい
は利用者は増加しているがコストがかかり過ぎていないかなど）
※変動がある場合には、その要因を整理すること。
※過年度に対し上昇している場合、現状の利用者数に対して支出が過大になっていないか
確認する。また、過年度に対し減少している場合、現状の利用者数に対し、必要な変動費が
十分に充てられているか確認する。

（収入(D)－支出(G)）

自主事業収入(C)／使用料収入

人件費／支出（指定管理業務(E)）

事業収支がマイナスの場合、継続性の面で課題となるため、県、指定管理者で協力して黒
字化のための方策を協議する必要がある。
※計画や過年度実績に対し変動がある場合には、その要因を整理すること。

指定管理者の自主事業収入額を確認するとともに、使用料収入に見合った率であるのかを
確認する。
※過年度実績に対し増減がある場合には、利用料金そのものの増減によるものか、自主事
業等その他収入の増減によるものかなど、その要因を整理すること。

過年度実績や類似施設と比較して、適切な範囲内となっているか確認する。
※変動がある場合には、人件費そのものの増減によるものか、その他支出項目の増減による
ものか、その要因を整理すること。
※人件費の減少がある場合には、それにより効率が低下していないかを確認する。また、人
件費の増加がある場合には、求められる管理水準に対し必要な措置か確認すること。

（事業収支（H）／収入合計（D））

計画、過年度実績、類似施設と比較して、安定したものとなっているか、適切な範囲内となっ
ているか確認する。
※計画や過年度実績に対し変動がある場合には、その要因を整理すること。
※計画等に対し上昇している場合、必要な変動費が十分に充てられているか確認すること。
また、計画等に対し減少している場合、当初の収支見込が適切であったか精査すること。

評価の考え方
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Ⅳ．総合評価
１．目標

評価指標 令和8年度

①利用状
況

利用艇数 565

②満足度 満足度 85%

財
務
指
標

③財務状
況

収益率 6.0%

２．評価結果

前年比 計画比

①利用状
況

利用艇数 579 565 575 99% 102%

海上係留、陸置場とも
ほぼ満隻で利用状況と
しては頭打ちとなって
いる。

A
(10点) 565

②満足度 満足度 95 85 90 95% 106%

船舶オーナーとアク
ティビティ利用者の分
離、自主事業など全般
にわたって高い評価を
得ている。

S
(20点)

85

財
務
指
標

③財務状
況

収益率 9.3% 6.0% 11.3% 122% 188%
自主事業収入の増加
により着実な収益を確
保している。

A
（5点） 6.0%

活
動
指
標

④重点取
組事項

施設内の
ルール・規
則

公正・公
平な使用
料の徴収

―
公正・公
平な使用
料の徴収

― ―
R6年度内未納につい
ては、R7年度の早期に
回収済である。

A
（5点）

公平・公正
な使用料の
徴収

総合評価 S
（40点）

※重点取組事項の「評価指標」には具体的な取組内容を記載すること。
※「総合評価欄」には、モニタリングの実施結果に基づき、施設の管理運営が適正に行われているか所見を記載すること。
※「現状分析・課題」、「取組改善案」は６－Ⅰ～Ⅲから転記する。
※「R7年度目標値」は、「取組改善案」を踏まえ、現年度の目標を可能な限り数値目標として設定する。

Ａ

人件費、修繕費、光熱費を
改善させるとともに、収入の
向上を目指す。

県の規定に基づき適正に対
応するよう県と連携して取り
組む。

6.0%

取組改善案

令和9年度

565

85%

陸上契約艇を下架した際に
一時係留する船舶には早
期に移動させるよう声かけを
するなど、外来艇を受け入
れる場所を確保し、外来艇
利用者の増加を目指す。

利用者満足度の向上を図る
ため、利用者とのコミュニ
ケーションを密に行い、施
設の故障が生じた場合や改
善要望がある場合は迅速に
対応する等、顧客ニーズを
捉えたサービスの提供に努
める。

評価項目

成
果
指
標

R8年度
目標値

評価R7年度実績評価指標
事業計画
（目標値）

Ｒ6年度実績 現状分析・課題

評価項目 備考

緊急避難用に一定の空
きスペースが必要である
ため、現状でほぼ満隻で
ある。

適切な施設の維持管理
や接客態度を常に心が
ける。

無理のない範囲での自
主事業の展開を検討す
る。

成
果
指
標

令和6年度 令和7年度

565

85%

6.0%

565

85%

6.0%

【評価基準】

①利用状況

目標値に対する達成率

Ｓ：110％以上

Ａ：100％以上、110％未満

Ｂ：80％以上、100％未満

Ｃ：80％未満

②満足度

総合評価における満足度（各評価項目の平均値）

Ｓ：90％以上

Ａ：80％以上、90％未満

Ｂ：70％以上、80％未満

Ｃ：70％未満

③財務状況

収益率（事業収支／収入合計）

Ａ： 0％以上

Ｂ：-5％以上、0％未満

Ｃ：-5％未満

④重点取組事項

目標に対する評価

Ｓ：目標を大きく上回る

Ａ：目標を概ね達成

Ｂ：目標を下回る

Ｃ：目標を大きく下回る

【総合評価基準】

＜各評価項目点数＞

① ② ③ ④

利用状況 満足度 財務状況
重点

取組事項

Ｓ 20 20 － 10

Ａ 10 10 5 5

Ｂ 0 0 0 0

Ｃ -10 -10 -5 -5

Ｓ 40点以上
かつ各評価項目において

Ｃ評価がないこと

Ａ 25点以上

Ｂ 10点以上

Ｃ 5点以下

総合評価基準
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別紙６

 施設名称：宜野湾港マリーナ
第4期（3年） 第5期（5年） 第6期（5年）

単位 H21 H26 H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9

目標 艇 - 450 460 470 480 490 550 565 565 565 565 565 565 565 565

実績 艇 414 434 457 465 503 547 568 566 565 569 565 579 575 - -

目標比 % 96% 99% 99% 105% 112% 103% 100% 100% 101% 100% 102% 102% - -
H21比 % 105% 110% 112% 121% 132% 137% 137% 136% 137% 136% 140% 139% - -

千円 60,353 61,560 61,020 60,480 65,000 65,601 66,203 66,203 67,221 67,980 67,980 71,084 - -
千円 5,209 1,000 919 25,308 15,470 25,434 26,319 10,905 8,514 6,576 11,540 13,853 - -
％ 85.5% 78.4% 64.7% * 66.8% 68.5% 63.4% 55.6% 56.2% 44.3% 41.3% 34.6% - -

千円 - - - - - - - - - - - - - -
％ - - - - - - - - - - - - - -

千円 11,131 17,260 33,859 * 39,996 41,891 53,432 61,644 58,924 93,667 113,102 160,273 - -
％ 14.5% 21.6% 35.3% * 33.2% 31.5% 36.6% 44.4% 43.8% 55.7% 58.7% 65.4% - -

千円 76,693 79,820 95,798 * 120,466 132,926 145,954 138,752 134,659 168,223 192,622 245,210 - -
指定管理業務支出 千円 67,468 65,818 64,644 * 87,083 74,710 72,888 69,406 89,443 89,722 78,553 92,290 - -
自主事業支出 千円 5,051 15,973 23,244 * 27,775 29,296 37,761 51,222 56,301 73,675 96,235 125,291 - -

支出計 ｂ 千円 72,519 81,791 87,888 * 114,858 104,006 110,649 120,628 145,744 163,397 174,788 217,581 - -
千円 4,174 △ 1,971 7,910 * 5,608 28,920 35,305 18,124 △ 11,085 4,826 17,834 27,629 - -
％ 5.4% △ 2.5% 8.3% * 4.7% 21.8% 24.2% 13.1% △ 8.2% 2.9% 9.3% 11.3% - -
円 176,712 174,661 206,017 * 220,230 234,025 257,869 245,579 236,659 297,740 332,680 426,452 - -
円 167,094 178,974 189,006 * 209,978 183,109 195,493 213,501 256,141 289,198 301,879 378,402 - -

※施設毎に、経営状況を分析する上で必要となる指標の加除可 ※H29についてはデータ欠損                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 

特記事項 ※年度毎の変動について要因分析を記載 目標設定の考え方 ※目標設定の根拠や考え方などを記載

R7年度

R9年度 上記同様。

指標

成果指標
利用艇数　（年平均値）

財務指標

指定管理料（県支出）
　修繕費（県支出）
 県負担割合（県支出／管理費計）

利用料金収入
 利用料金比率（利用料金／収入計）

R5年度 新指定管理者の1年目。自主事業収益が大幅に改善し、黒字化を達成した。

自主事業収入
 自主事業比率（次週事業収入／収入計）

収入計 ａ

収支　（ａｰｂ）
収益率（収支／収入計）

/単位
一艇当たり収入
一艇当たり支出

R8年度 現状がほぼ満隻であるため、上限を565に設定する。

R10年度 上記同様。

R6年度

新指定管理者の3年目。自主事業収入が更に増加し、収益率もUPした。

新指定管理者の2年目。自主事業収入が更に増加し、収益率が改善した。

0
20,000
40,000
60,000
80,000

100,000
120,000
140,000
160,000
180,000
200,000
220,000
240,000
260,000

H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

財務指標

自主事業支出 指定管理業務支出 自主事業収入 修繕費等収入 指定管理料収入

（千円）

0

100

200

300

400

500

600

700

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7

利用艇一艇当たりのコスト等

一艇当たり支出 一艇当たり収入 利用艇数

（円） （艇）
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別紙１

①
利用者

↓ 港長

② 担当者(３名)

補助担当（２名）
↓

① 利用者から施設利用申請書を受取る。（郵送あり）
③

② 書類審査

↓ ③ 受付担当職員が利用者へ料金請求書を発行。（郵送あり）

④ ④ 窓口にて利用者から施設利用料金支払い。

⑤ 担当職員により領収書を発行。
↓ ↑領収書

⑥ 日計表、現金出納簿、元帳記載。毎日
⑤

⑦ 現金を金庫に保管。毎日

↓ ⑧ 前日分、施設利用料金を県へ入金。毎日

⑥ ⑨ 月末、現金出納簿、元帳、使用料金、
現金払込領収書を港長へ提出。

⑩ 港長確認.
↓

⑪ 県へ調定報告書郵送。
⑦

⑧

↓

⑨

↓
⑩ ⑪

→

現金金庫保管

日計表,現金出納簿記載

補助担当（２名）

現金出納簿、元帳、
使用料金を港長へ提出

確　認 県へ調定報告書郵送

補助担当（２名）
前日分　県へ入金

担当者（３名）

港長 担当者（３名）

担当者（３名）
請求書発行

利用者
窓口支払い

補助担当（２名）

担当者（３名）
入金確認後領収書発行

書類審査

料金徴収フロー図

宜野湾港マリーナ施設使用料

利用者
申請書提出

担当者（３名）
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（３～５については、改善が必要です）

（３～５については、改善が必要です）

（７については、改善が必要です）

株式会社シーエンジニアリング沖縄

その他

完全(毎週)

6

令和7年度対象年度宜野湾港マリーナ

３　所定休日
　所定休日をどのように定めていますか。
　
　休日は少なくとも毎週１日又は４週間を通じ４日を与え
なければなりません。（法第３５条）

週休2日制 週休１日制

7

2 3

2 3 4 5

4 5

４週３日以下月３回 隔週 月１～２回 週１日 ４週４日

1 2

別紙５

労 働 条 件 等 自 主 点 検 表

施設名称

指定管理者名

２　就業規則
　就業規則（労働時間、休日、休憩、休暇、賃金の定め
方及び支払方法、退職（解雇の事由を含む。）等、労働
条件の具体的細目を定めた規則）を作成しています
か。また、就業規則の内容が実際の勤務の状況に合っ
ていますか。

　常時１０人以上の労働者(パートタイム労働者を含
む。）を使用する事業場では、就業規則を作成し、所轄
労働基準監督署長へ届け出なければなりません。（法
第８９条）
　また、常時各作業場の見やすい場所への掲示、備付
け、書面の交付又は電子機器の設置等により労働者に
周知させなければなりません。（法第１０６条）

常時使用す
る労働者は
10人未満で
ある。

常時使用する労働者が10人以上である

作成して監
督署に届け
出てあり、
内容も実情
に合ってい
る

作成して監
督署に届け
出てある
が、内容が
実情に合っ
ていない

作成してあ
るが、監督
署に届け出
ていない

　  ※　次の確認事項について、「指定管理者による確認結果」欄の該当する箇所に○又は必要事項の記載をお願いします。

確認事項 指定管理者による確認結果
１　労働条件の明示
　労働契約を締結するに当たり、労働時間、賃金、退職
（解雇の事由を含む。）、安全衛生等の労働条件を労働
者に対し明示していますか。この場合において、労働時
間、賃金等に関する事項について書面を交付していま
すか。

　労働契約の締結時には、パートタイム労働者を含む
すべての労働者に対し労働時間、賃金、退職（解雇の
事由を含む。）、安全衛生等の労働条件を明示しなけれ
ばなりません。特に、労働契約期間、有期労働契約を
更新する場合の基準、始業・終業の時刻、所定時間外
労働の有無等、約定賃金の決定、計算、支払の方法及
び賃金の締切り、支払の時期等、退職（解雇の事由を
含む。）については、書面を交付しなければなりませ
ん。（労働基準法（以下「法」という　　　。）第１５条）

就業規則、
労働条件通
知書を交付
して労働条
件全般につ
いて明示し
ている

労働条件全
般について
口頭で明示
するととも
に、労働時
間、賃金等
に関する事
項について
は書面を交
付している

労働条件全
般について
口頭で明示
している
が、書面の
交付はして
いない

労働時間、
賃金等の労
働条件の一
部について
のみ口頭で
明示してい
る

労働契約締
結時には明
示していな
い

1

作成してい
ない

1

3 4 5

14



別紙５

（２、３については改善が必要です）

※年次有給休暇の法定の付与日数表（週所定労働日数が５日以上、
　又は、週所定労働時間が30時間以上の労働者の場合。）

（２、３については、改善が必要です）

（２については、改善が必要です。）

【支払う賃金(A)と地域別最低賃金（B)の比較方法】

（時給制の場合）

（日給制、週給制、月給制の場合）

年によって行ったり
行わなかったり一定
しない

行ったことがない

1 2 3

４　年次有給休暇
　年次有給休暇についてはどのように取り扱っています
か。

　年次有給休暇は、６ヶ月間継続勤務し、全労働日の８
割以上を出勤した労働者については１０労働日、以降１
年ごとに付与日数を増加しなければなりません。（法第
３９条）
　
　

法定どおりの年次有給
休暇を与えている

年次有給休暇を与えて
いるが、付与日数が法
定を下回っている

年次有給休暇を与えて
いない

1 2 3

2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

付与日数 10

６　最低賃金
　地域別最低賃金以上の賃金を支払っていますか。
　
　なお、地域別最低賃金には次の賃金は含まれませ
ん。
　　　①臨時に支払われる賃金（結婚手当等）
　　　②１月を超える期間ごとに支払われる賃金
         （賞与等）
　　　③所定外・休日・深夜の労働に対して支払われ
　　　　 る割増賃金
　　　④精皆勤手当、通勤手当、家族手当

支払っている 支払っていない

1 2

５　健康診断
　定期健康診断を実施していますか。

　常時使用する労働者については、年１回定期に健康
診断を行わなければなりません。（労働安全衛生規則
第４４条）
　なお、深夜業を含む業務等に常時従事する労働者に
対しては６月以内ごとに１回定期に健康診断を行わな
ければなりません。（労働安全衛生規則第４５条）

毎年１回以上定期的
に行っている

確認事項 指定管理者による確認結果

11 12 14

勤続年数 0.5 1.5

16 18 20

※なお、月30時間未満の労働者は比例付与することとされています。

日、週、月等

によって定め

られた賃金

当該期間における所定労

働時間数（日、週、月によっ

て所定労働時間が異なる

場合には、それぞれ１週間、

４週間、１年間の平均所定

労働時間数）

地域別

最低賃金

（時間額）÷ ≧

(A)

(B)

時間によって定

められた賃金

（時間給）

地域別

最低賃金

（時間額）≧

(A) (B)

15



別紙５

（２、３については改善が必要です。）

時間外労働・深夜労働について

（２、３については改善が必要です。）

時間外労働が60時間を超えた場合

（２、３については改善が必要です。）

休日労働について

（２、３については改善が必要です。）

確認事項 指定管理者による確認結果

2 3

７　時間外・休日労働協定の締結
　時間外及び休日の労働を行わせる場合に必要
となる労使協定（３６協定）を締結し、労働基準監督署に
届け出ていますか。

　
　使用者は、従業員の代表者などと書面による協定を
し、労働基準監督署に届け出た場合においては、その
協定で定めるところによって労働時間を延長し、又は休
日に労働させることができる。（法第３６条）

36協定を締結し、
労基署に届け出て
いる

36協定を締結して
いるが、労基署に
届け出ていない

36協定を締結して
いない

協定の対象外
（契約上、時間外労働
を想定していない等）

1 2 3 4

4

休日労働をさせ
ているが、支
払っていない

休日労働をさせ
ていない

1

健康保険

８　割増賃金
　時間外労働・休日労働又は深夜労働を行わせた場合
に、その時間に対する割増賃金は、どのように支払って
いますか。

　法定労働時間を超える時間外労働については、２割５
分以上、月の時間外労働が60時間を超えた場合につ
いては、５割以上、法定休日における休日労働につい
ては３割５分以上、深夜労働（午後10時から翌日午前５
時の間の労働をいいます。）については２割５分以上の
割増賃金を支払わなければなりません。（法第３７条）

※割増賃金の基礎となる賃金には、家族手当、通勤手
当、別居手当、子女教育手当、住宅手当、臨時に支払
われた賃金、一箇月を超える期間ごとに支払われる賃
金は算入しません。

２割５分以上の
割増率にしてい
る

２割５分未満の
割増率にしてい
る

時間外労働又は深
夜労働をさせてい
るが、支払ってい
ない

時間外労働及び深
夜労働をさせてい
ない

1 2 3 4

５割以上の割増
率にしている

５割未満の割増
率にしている

60時間超える時間
外労働をさせてい
るが、支払ってい
ない

60時間超える時間
外労働をさせてい
ない

1 2 3 4

３割５分以上の
割増率にしてい
る

３割５分未満の
割増率にしてい
る

厚生年金保険

９　雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入
　当該指定管理施設で勤務する従業員は、雇用保険、
健康保険及び厚生年金保険に加入していますか。
　また、未加入者がいる場合は、その理由を記載してく
ださい。

※調査対象となる従業員は、雇用形態（正社員、派遣
社員、契約社員、パートタイマー等)に関わらず、当該指
定管理施設において指定管理者と雇用契約を結ぶ指
定管理業務にもっぱら従事する従業員(令和○年３月末
における業務全体のうち、当該業務の割合が概ね50％
以上の従業員)となります。

従業員数
雇用保険 健康保険 厚生年金保険

加入数 未加入数 加入数 未加入数 加入数 未加入数

7 7 7 7

保険の名称 未加入者がいる理由

雇用保険
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